
島根県中山間地域研究センター
（1998年４月～）
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働きやすさが人を呼ぶ
～中山間地域の定住・結婚・子育て～

１．持続可能な地域づくりに向けて

２．中山間地域における定住対策の視点

３．中山間地域における少子化対策の視点
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子育て世代の定住条件づくり
・住宅などのインフラ
・雇用
・コミュニティ など

より少ない人口に対応した
地域で暮らしていくための仕組みづくり

出生数増のための条件づくり
〈婚姻率＆１世帯当りの子供の数〉
・子育て世代が働きやすい職場
・通勤時間 など

中山間地域の地域づくりで必要な３つの視点

地域運営組織、生活機能の維持、etc

定住対策 少子化対策＜人口対策＞
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資料:島根県の人口動態

人口減少は継続

島根県の人口増減の内訳（社会増減、自然増減）

人口増減＝社会増減（転入者数ー転出者数）＋自然増減（出生児数ー死亡者数）

社会減数（転入者ー転出
者）は減少幅縮小

自然減数（出生数ー死
亡数）は増加傾向

近年

社会減の中心は20代～30代
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島根県:20歳代コーホート増減率（2019－2024） 把握の単位
（公民館エリア）

2019年に15-24歳→2024年に20-29歳
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島根県 30歳代コーホート増減率（2019－2024） 把握の単位
（公民館エリア）2019年に25-34歳→2024年に30-39歳

38％
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2024年の住基人口データ

ｓ

将来の総人口を形成する層

島根県の年齢層・性別人口構成
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＋

子育て世代の人口

子どもの数

地域の
人口対策で目指すべき
アウトカム
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これまでの
主な取り組み



２．中山間地域における定住対策の視点

A 25～44歳の定住人口（子育て世代人口）
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子育て世代が
居住地を決定
する際に重視し

たこと

＜全層で共通＞

＜Uターンで高い ＞

職場の近さ 家族とすごす時間

地域内の付き合い
親や親族

自分の故郷

世話人の存在 同世代の付き合い

Uターンの背景: 近隣の職場・子育て環境
＋

育った地域の大人や同世代と良好な関係

子育て世代の居住地決定理由と、住み続けるために重要となる要因

ポイント

「2019年度山陰両県若者定住要因調査」( 島根県･鳥取県共同調査)
〇子育て世代(20～40代)の増加傾向の強い８町村の若者全数調査
奥出雲町、吉賀町、鳥取県日南町、日野町など
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重視し、住む地域の決定

に影響した

重視はしたが、住む地域

の決定には大きく影響はし

なかった
あまり重視していなかった

重視しなかった

不明

ポイント

〇子育て世帯は住む場所の決定に「身近な職場の充実度」が大きく影響

2022年 子育て環境調査（中山間地域研究C）
調査対象:邑南町、川本町
※子育て世帯の定住、子供の数等への影響要因を調査
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A 25～44歳の定住人口の増減に影響する条件
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３．中山間地域における少子化対策の視点

Ｂ 婚姻率

Ｃ 子育て世帯１世帯当たり のこどもの数
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50歳時未婚率（生涯未婚率）の推移

未婚率の動向

ポイント

〇男女とも未婚率の上昇が継続、特に男性は、1990年以降の上昇割合が顕著
〇島根県の未婚率は全国に比べて若干低いものの、それでも高い値

2020年 出生動向基本調査・独身者調査(国立社会保障人口問題研究所)



島根県19市町村の25～44歳未婚率の推移

〇各市町村の25～44歳未婚率は男性は女性より１0％前後高く、また女性では上昇傾向
が強い。

〇男性未婚率が減少している地域も （％）

島根県 41.4 40.8 -0.6 27.9 28.7 0.8

松江市 40.6 39.3 -1.3 32.0 30.0 -2.0

浜田市 41.7 43.3 1.7 25.8 28.2 2.3

出雲市 40.3 38.8 0.5 26.8 27.9 1.1

益田市 37.9 38.3 0.4 25.5 25.3 -0.2

大田市 43.4 43.9 0.5 28.1 28.0 -0.1

安来市 45.4 44.8 -0.6 29.1 31.6 2.5

江津市 41.1 44.3 3.2 28.6 29.9 1.2

雲南市 43.9 44.2 0.3 28.9 29.0 0.1

奥出雲町 46.1 48.2 2.1 23.8 29.1 5.3

飯南町 44.9 42.0 -2.9 21.5 27.3 5.8

川本町 44.9 43.4 -1.6 28.4 31.2 2.8

美郷町 44.5 42.7 -1.8 21.9 24.3 2.5

邑南町 46.8 43.0 -3.8 27.9 27.9 0.0

津和野町 47.6 48.6 0.9 27.7 28.1 0.4

吉賀町 45.1 46.6 1.5 22.0 23.1 1.2

海士町 43.5 47.2 3.7 24.7 33.3 8.6

西ノ島町 50.5 48.9 -1.7 30.0 29.9 -0.1

知夫村 47.5 47.1 -0.4 22.2 36.5 *14.3

隠岐の島町 40.0 43.6 3.6 26.4 27.4 1.0

2020年
未婚率

　　2010-20
　　未婚率増減

男性25-44歳 女性25-44歳

2010年
未婚率

2020年
未婚率

　　2010-20
　　未婚率増減

2010年
未婚率
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ポイント

国勢調査
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婚姻へのマインド（結婚への前向きな姿勢）

健康状態
の良好さ

収入水準
300万円以上

休暇のとりやすさ 仕事外の
友達づきあいの量

家事手伝い状況
・炊事、掃除、
服たたみ、洗濯等

家庭での家事
の分担状況

地域の人達とのつきあい
・近所の人と挨拶・会話
・近所の子と遊ぶ
・近所の子の家でご飯
・祭り、イベントへの参加 等

親戚づきあい
・いとこと遊ぶ
・親戚と食事 等

中高生時の友達
づきあい
・学校外で遊ぶ頻度
・相談できる友人 等

現在の
状態

（独身期）

少青年期
の経験

家事能力
家庭生活
イメージ

コミュニケーション力
友達をつくる力

影響

婚姻への影響要因

＋

ポイント

島根県内の独身者を対象とした結婚に関するアンケート調査（中山間研究C）
※中山間地域の２自治体を対象に、結婚への意識、現在の状態、青少年期の
育ち方など多項目について調査(2023,2024年)



B 婚姻率の確保に関する条件
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「C １世帯当たりの子どもの数」 への影響要因
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親の通勤時間の影響
「現在より子どもを増やす意向」の世帯と「現在よりも子どもを増やしたいが難しい世帯」を比較

父親の通勤時間

母親の通勤時間

ポイント

20



職場の子育て支援状況の影響
子どもや家族の用件が発生した場合、
職場で休暇や時間休をとることができているか

父親の職場環境

母親の職場環境

ポイント
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N＝149★世帯収入350万円を境に傾向の違いがみられる

■ 世帯収入水準

世帯収入の影響 ？
ポイント
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C 子育て世帯 １帯当たりの子供の増に関する条件

条件 影響度
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定住対策だけでなく

少子化対策にも

大きく寄与

地域(近隣)に働きやすい職場があること



県の取組
①中山間地域における企業立地

②社員を大切にする企業を増やす取組
（働きやすい職場づくり）
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①中山間地域における企業立地
・立地助成金の上乗せ

・令和７年度の制度改正
ソフト産業の立地認定要件緩和

家賃補助の補助対象経費に施設修繕費を追加

・中山間地域･過疎地域への企業立地事例
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【ソフト産業の立地認定要件（増加雇用要件）緩和】

町村 町村

新 設 増 設

増加雇用従
業員数

5人以上 5→3人以上 10→5人以上 10→3人以上

基本割合 １５％ ５％

合　計 最大３０％ 最大１５％

10人以上

　
　　　　 ソフト産業

認定要件
助成内容

１　ソフトウェア業

２　情報処理・提供サービス業
３　インターネット付随サービス業
４　インターネット広告業
５　コールセンター業

６　シェアードサービス業

７　データセンター業

８　非破壊検査業
９　機械設計業
10　その他産業支援サービス業
（知事特認）

中山間地域等

新  設 増  設

次世代産業分野、技術資格、高度技術者雇用、中山間地域等立地

最大３０％ 最大１５％

雇用助成
(新卒者・UIターン者に限る)

投
資
助
成

１５％ ５％

加算割合

以下の各要件につき５％
（最大１５％）

以下の各要件につき５％
（最大１５％）

投資助成要件なし
（投資にかかる助成金を受領するためには、1,000万円以上の増加固定資本が必要）

同左
（最大１０％）

同左
（最大１０％）

常用雇用×１００万円 常用雇用×１３０万円

認
定
要
件

増加固定資
本額
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中山間地域･過疎地域への企業立地事例

〇ソフト産業の小規模な立地事例
・株式会社バント（雲南市）
・株式会社グローバルビジョンテクノロジー

（益田市）

〇製造業の立地事例
・株式会社三協（川本町）
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②社員を大切にする企業を増やす取組
（働きやすい職場づくり）

・しまねいきいき雇用賞

・人財塾

・いきいき職場づくり支援補助金
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しまねいきいき雇用賞

〇企業規模の大小、業種を問わず、働きやすい職場づくり
に取り組む地域の事業所を幅広く表彰

【表彰対象の例】
・高年齢者、障がい者の雇用促進
・家族の介護などにより勤務が困難となった社員への支援
・やりがいを感じ誇りをもって働ける職場づくり

雇用に関し優れた取組を推進している企業等を表彰し、
広く県民に周知することにより、県内企業等の魅力向上、
職場環境の整備、雇用の促進などに資する

目 的

社会福祉法人、組合、
個人事業主なども対象！
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人財塾

人を大切にする経営学会会⾧坂本光司氏（“日本でいち
ばん大切にしたい会社”ほか著書多数）の講義や優良企業
の視察など、「人を大切にする会社づくり」に向けた基
本姿勢と実例を学ぶ

目 的

〇平成２２年度以降、昨年度までで受講者は約３４０名以上
〇本年度も定員を上回る受講希望あり
〇受講生OB(卒業生)による「人財塾ネクスト」も様々な活動を展開
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中山間地域研究センター
地域研究科のご紹介
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島根県中山間
活性化計画
（第６期）
R7～11年度

小さな拠点づくり

共助の
態勢

〇若者定住
〇出身者
〇子育ち・子育て

〇集落、地域運営組織のあり方・運
営・活動（防災、見守り、生活支援等）

〇生活機能の維持

研究 普及 -地域、県、市町村の地域振興の技術的支援-

コミュニティ分野を中心に、各分野での中⾧期的視点に立った手法開発、
仕組みの構築、データの蓄積

県内各地の地域運営の仕組みづくり・市町村推進体制づくり支
援、現場・市町村で必要な研修展開、ノウハウ開発

コミュニティ運営

生活機能維持

出身者との連携

少子化

地域運営の仕組み

人材スキルアップ

小さな拠点づくりに取り組む、地域
住民組織ならびに市町村を技術的
にサポート、ノウハウ開発

地域のリーダー、市町村職員等の知識、
ノウハウ習得を、研修等を通し支援

若者定住条件

連携

連
動

人口縮小
集落機能の低下

昭和一桁世代の引退
生活機能の撤退

田園回帰

地域研究科 研究員４名＋サポートスタッフ

政策・事業フレーム

地域振興や人口・担い手対策を進
める県や市町村への提案、政策・
事業づくりの技術的サポート

定住・担い手対策

県小さな拠点づくり地区担当、市町村担当、県関係機関担当等

地域学習・人材育成
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・浜田市地域課題解決事業審査委員
・島根県立大学大学院・地域政策学部
・国府、岡見地区 環境保全活動支援

・地域アセスメントシート開発
・益田圏域連絡会議
・ささえあいフォーラム企画参画
・石見高等看護学校

・益田圏域連絡会議
・まちづくり委員会機能再構築協議
・未来づくり協働会議

・

・江津市・桜江地区モデル地区県市連絡会
・江津市コミュニティ協議会⾧会議
・桜江地区２層協議体 高齢者生活向上委員会
・桜江地区買い物送迎バス利用者調査
・都野津地区活動内容の可視化資料作成
・地域ぐるみの鳥獣対策研修会（⾧谷）

・地域アセスメントシート開発
・雲南市行政改革推進会議委員
・雲南市地域経済活性化会議委員
・雲南コミュニティ財団助成金審査会委
員
・県立三刀屋高校掛合分校
・地域ぐるみの鳥獣対策研修会（飯石
地区）

・奥出雲町公共交通会議委員
・奥出雲町住民提案型きらり輝く
地域づくり事業選考委員会委員

・奥出雲町災害対応マニュアル
策定委員会委員

・自治体防災体制構築支援（町・社協）
・地域防災活動支援（横田地区）
・農業担い手把握調査支援（鳥上地区）

・飯南町総合計画等評価委員会委員
・飯南町公共交通会議委員
・自治体防災体制構築支援（町・社協）
・地区防災計画策定支援（谷地区）
・防災まちあるき（谷地区）
・防災研修会（頓原・来島・赤名・谷地区）
・地震災害対応研修（飯南町社協）
・県立飯南高校
・飯南町立赤来中学校

・川本町婚姻影響要因調査
・川本町総合計画評価委員

・人口対策、子育ち支援共同研究
・地域アセスメントシート開発
・地区別戦略支援（アドバイザー）
・邑南町総合戦略効果検証審査員
・トヨタ財団プロジェクト技術支援（人材育成）
・地域ぐるみの鳥獣対策研修会（井原地区）

・定住者家計相談会

～R7年度7月末

・健康増進プロジェクト事業支援（波根地区）

・佐田まちづくり協議会研修会
（須佐・窪田地区）
・防災研修会（日御碕地区）

・少子化対策についての助言

小さな拠点づくり、福祉、防災、人口対策、定住、関係人口 等

凡例
青:共同研究
緑:市町村レベルの技術的支援
赤:地区・団体単位の技術的支援
橙:教育への協力
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島根創生計画 長期の数値目標
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島根創生計画 長期の数値目標
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